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　顧客 多様化 企業間競
争 価格低下 継続 経営環
境 厳 増 中 当社
堅実 成長 実現 向 保守
事業革新戦略

拡大戦略
既存領域拡大戦略

経営基盤強化戦略 推進

　売上高 各社 協
業 運用 注
力事業 伸長 低
付加価値 物品販売 工事案
件 精査継続 前年同
期比 減収 経常利

益 原価低減活動 保守 運用
注力事業 増収効果 前年
同期比 増益
　 結果 当中間連結会計期間
業績 売上高 億 百万

円 前年同期比 減 経常利益
億 百万円 前年同期比

増 減収増益
　売上 伸 悩 中 増益

中間期 減収 売
上増 増益 構
造 確立 示

通期業績回復 向 期
待 結果 考

重点施策を加速させ、通期で
の増収増益を目指します。

　 年 月期 減収減益 脱
却 増収増益 向

年 位置 活動 行

　 前年度 引 続
推進 事業戦略 基
保守事業改革 推進

事業 注
力領域拡大 向 連携

事業強化
法人向 会員制

会員数
売上 拡大 行 重点施
策 展開 加速 通期
増収増益 目指
　 年 月 重点施策
展開 加速

事業 推進力強
化 向 専門部隊 設置 全
社事業戦略推進機能 強化 事
業企画本部 設立 事業推進
体制 再編 行

2007年3月30日に創立50周年
を迎えました。

　当社 創立 周年 迎
株主

皆 関係各位 支
援 協力 賜 心 感謝
日頃 支援 応

記念配当 実施 社会
貢献基金 設立 記念事業
計画
　今後 客 満足

企業 社会的責任 両立
経営 基本方針 事業 運営

株主 皆
一層 理

解 指導 支援 賜
願 申 上

代表取締役　執行役員社長

片山　徹

重点施策の展開をスピードアップし、増収
増益へのターンアラウンドを目指します。
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減収ながらも増益となり、�
業績回復への手応えを�
感じております。



NECと連携した 
サポートサービス 
事業強化

　当中間連結会計期間 連結売上高
前年同期比 約 億円 減収

経常利益 億円 純
利益 億円 増益

　売上高 減収 傾向
続 保守既存領域

株
式会社 略称 子会社化 効果

一昨年前年同期比 億円
億円 増収 転

協業 保
守注力領域 引 続 桁成長
億円 増収 運
用 注力領域 統合運用

活用 億円
増収 順調 売上 伸

展開 販
売 減収 億円 大 影響 全体
減収

　経常利益 保守領域 増
収 継続的 原価低減活動

展開 領域 減収
減益 全体 増益

　今中間期 減収 売
上 増加 利益 増加 結

健全 利益構造 定着

第52期中間期の業績

減収が続いた保守領域が増収に転じ、運用サポートの増収もあり 
経常利益は増益となりました。

重点施策の遂行を通じ、成長に向けた事業戦略の充実と高度化を目指します。

今後の計画

第
52
期
中
間
期
の
業
績
と
今
後
の
計
画

△65+7+3
+12

2007年3月期
中間期実績

2008年3月期
中間期実績

前年同期比△43億円（△4.1％）
前期比

△17億円
（△17.0％）

+5億円

プロアクティブ・
メンテナンス

フィールディング・
ソリューション

2006年3月期
経常利益実績

2007年3月期
経常利益実績

計画値

1,045
億円

1,002
億円

102
億円

80
億円

85
億円

【運用サポート（注力領域）】
iSolution拠点、統合運用
サポートセンター活用など
による運用支援サービス増

【保守（注力領域）】
ソフトサポート、
協業拡大、IT／
ネットワーク統合
領域取込

【システム展開／サプライ】
●低付加価値な物品販売・工事案件の
精査で減
●大型展開案件／セキュリティなどで増

【保守（既存領域）】
オープン化の進展／製品品質
向上による保守／修理サービ
ス減／NISSの子会社化

注力領域

△1+1 +0+3

2007年3月期
中間期実績

2008年3月期
中間期実績

前年同期比 +3億円（+9.8％） 前期比

△17億円
（△17.0％）

+5億円

2006年3月期
経常利益実績

2007年3月期
経常利益実績

計画値

36
億円

39
億円

102
億円

80
億円

85
億円

システム展開／サプライ
の減収に伴う利益減

保守、運用サポート
の注力領域の増収
に伴う利益増

全社共通費前年並保守既存領域の増収
および利益率改善に
よる利益増

－

■  売上高増減要因
　 保守既存領域 増加 転
　 注力領域 増収 大型展開案件 物品販売 減少

年 月期 中間 年 月期 中間 億円
年 月期 中間 年 月期 中間 +3億円

■  経常利益増減要因
　 保守既存 増収 低減効果
　 注力領域 増収 増益

当社 今後 保守事業革新 拡大
既存領域拡大 経営基盤強化

戦略 軸 主要重点施策 推進

NECインフロンティアシステムサービス株式会社の子会社化
　 年 月 子会社化 伴 機材 関連
機能 拠点 統合 開始 音声統合

実現 向 連携 行

保守事業改革の推進
　 注力 事業展開 推進
出荷 保守 装置 管理 徹底強化 加

販促体制強化 販売店領域 拡販
機材関連業務 生産革新 推進 保守部品物流
整備 構造改革 行

フィールディング・ソリューション注力領域の拡大
　 型 体系 整備 全
国拠点網 活用 中小企業 拡販体制強化
拡販連携 構築 行

フィールディングシステムテクノロジー株式会社の子会社化
　 年 月 出資 子会社 設立 運用 人材
集中 育成 高品質 提供 事業 拡大 図

Web販売「いーるでぃんぐ」での顧客拡大
　 年 月 開設 同 会員獲得数上期目標

件 達成 会員 増加 努 年間売上高 億
円 目指

CS向上とCSRの浸透
　 日経 顧客満足度調査 年連続

外部機関 高 評価 受

組織の再編による事業戦略 
遂行のスピードアップ

　施策展開 実現
事業推進体制 再編

年 月 行
　全社事業戦略推進機能 強化

事業企画本部 新設 分散
事業企画要員 集中化
機能 商品企画機能 事業

支援機能 強化 図
　 併 事業 複数
支社 単位 広範
囲 事業遂行体制 再編 機
能 集結
徹底 力 強化
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特
集1 特

集2

おかげさまで創立50周年
～これからも皆さまに愛される企業であるために～
当社 株主 皆 関係各位 支援 協力

年 月 日 創立 周年 迎

記念配当の実施
　 支援
株主 皆 感謝 意
込 年 月期末
普通配当 加 株当
円 記念配当 予定

　詳細 年 月 日
発表 記念配当 関
知 当社

覧

絵本『ミドリのことり』の制作
　 小鳥 木々 協力
豊 緑 森 作

通 当社 事業 企
業姿勢 紹介 簡単 絵本
制作 客 配布

今回 別添
協力 先着

名 方 薄謝 添 絵本
送付 予定

フェア開催など
　創立 周年記念
含

年 月
各地 開催

　開催 案内
当社
順次掲載

　 創立 周年 記念
社会貢献基金 設立
計画

日頃 感謝
新 年 想 込
下記 創立 周年記念広告
各種 展開

●現場スタッフへのインタビュー

Q1.担当している業務を教えてください。
　私 客 監視

際 行 運用監視 主 担
当 客 電話 問 合

月 約 件 通報 件程度
受付 解決 報告 一連 情報 管理

全体 問題
解決 支援

Q2.具体的な作業内容はどのようなものですか？
　当社 時間 日体制 員 遅番 早
番 勤務 前 引 継
後 業務 案件対応 月報作成
行 私 対応

客 運用改善 案件調整 客 希望
機能 実現可能性 検証 受 持

Q3.�現状の課題を含め、今後の抱負を聞かせてください。
　 技術 日々進歩

対応 知識力 技術力 常 磨
員 向上

客 均質 提供 重要 今
後 上司 部下 役 務 全員
円滑 図

●社員プロフィール
事業推

進本部 部
藤木　敦（ふじき あつし）

年入社 部
事業推進本部

歴任 運用
系

技術職 経験

お客さまシステムの見張り番、統合運用サポートセンター
お客さまシステム（サーバやストレージ）の監視・トラブル 
対応、ヘルプデスクサービスなどを一元的に管理する 
統合運用サポートセンターで活躍中のスタッフが、 
日々の業務について語ります。

●統合運用サポートセンターの概要
設立 年 月
業務内容 運用監視 障害管

理 運用業務
客 通報監視業務
客 各種 問 合 受付窓口

管理 客 月次報告
保守連携 連

携 調査支援

お客さま 統合運用サポート
センター

協力ベンダ

NECグループ
ヘルプデスク 
サービス

運用監視トラブル 
発生

障害

障害 切分 回答

月次報告

障害管理
障害対応

通報

監視
障害連絡

必要 応 出動

システム 
エンジニア

カスタマ 
エンジニア

●運用体制
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CSへの取り組み

『日経コンピュータ』 
主催の「顧客満足度 
調査・システム運用 
関連サービス部門」で 
2年連続No.1を獲得

　日経 主催 第
回顧客満足度調査
運用関連 部門
年連続№ 評価

分野 製品
顧客満足度

角度 調査
事業継続計画 注目

運用 重要性
強 中 当社

発生時 初期対応
予防 高 評価 得

8月
2007年

CSR（企業の社会的責任）への取り組み 経営トピックス

NECインフロンティアシステム 
サービス株式会社を子会社化

　 年 月
株式会社 株式 取得 子

会社化 年 月 全株式 取
得 完全子会社 同社

株式会社
設置工事 保守業務

受託 会社
　子会社化 当社

株式会社 分散
保有 流通業向 保守機能

技術 統合活用 対応力強化
図 株式会社 提供

製品 品質向上 目指

7月
2007年

フィールディングシステム 
テクノロジー株式会社を設立

　 年 月 客先駐在型運用
提供 主 業務

株式会社 当社
出資 子会社 設立
　新会社 当社 分散 運用

関連 要員 集中 要員配
置 効率化 図 運用

共有 高品質
提供 目的

年 月期 約 名 運用 要
員 確保 運用 事業
客先駐在型 拡大 目指

6月
2007年

第13回日経BP広告賞・日経ソリューション 
ビジネス広告賞を受賞

　当社 企業広告 第 回日経 広告賞 日経
広告賞 受賞 年

日経 誌 掲載 広告
対象 注目率調査 参考 最 優 広告
選定 受賞 広告 生命 営 支 続
大地 空気 水 客
存在 当社 思 表現
年 向上 目指
活動 全国 展開 今後 多

客 理解 認知
活動

4月
2007年

大和インベスター・リレーションズ株式会社選定 
「インターネットIRサイトの優秀企業」を5年連続で受賞

　大和 株式会社 選定
優秀企業 社 年連続 受賞 賞

主要 上場企業 社 対象 独自 選考
評価 基 定量的 採点 行 優秀企
業 選定 自社

情報発信 活動 重要事項
一 捉 迅速 正確 積極的 情報開示
行

4月
2007年

世界遺産の保全と活用 
に取り組む「世界遺産 
劇場」に継続して協賛

　 年 創設 周年 記
念 世界遺産劇場 協賛
世界遺産劇場 日本国内 世界遺産
登録地 舞台 有形 文化遺産 無形
文化遺産 能 狂言 歌舞伎 融合

月
日 開催 第 幕 日光 社寺
当社 世界遺産 知

企画 配布 行
多数 客
越
引 続 世界遺

産劇場 協賛
人 社会 環境

共生 目指 活
動 発信

自然災害への 
迅速な対応

　 年 月 日 発
生 新潟県中越沖地
震 社内 災害対策
規程 基 即時 災
害対策本部 設置
翌日早朝 必

要 部品 緊急手配
災害地域外 拠点
名以上 被災地 駆

日間 計 件
復旧作業 完了

　今後 突然 自然災害
迅速 対応 客

生活
支 社会全体

持続的発展 貢献

7月
2007年

6月
2007年
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績
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全般の概況

　売上高 各社 協業 運用
注力事業 伸長
株式会社 連結子会社化 増

収 保守対象機器 化進展
製品品質向上 影響 保守 修理減 継続
低付加価値 物品販売 工事案件 精査 継

続 大型展開案件獲得 高 伸
前年 反動 案件 下期 込 前年同
期比 減収
　経常利益 継続 取 組 原価低
減活動 付加価値 高 注力事業 保守既存領域 増収

増益効果 前年同期比 増益
　以上 結果 当中間連結会計期間 業績 売上高

億 百万円 前年同期比 減 経常利益
億 百万円 同 増 減収増益

プロアクティブ・メンテナンス事業

　売上高 保守対象機器 化 進展 製品
品質向上 伴 保守 修理 減少 継続

協業 各種 機器 係 保守
領域 保守取 込

保守注力事業 増加
株式会社 連結子会社化効果

前年同期比 増収
　営業利益 付加価値 高 保守注力事業 増収

利益増 加 継続 推進 保守部材費
低減活動 障害率 高 流通端末 保守専任化
作業工数低減 増益効果 前年同期比
増益
　以上 結果 売上高 億 百万円 前年同期比

増 営業利益 億 百万円 同 増

フィールディング・ソリューション事業

　売上高 総合運用 活用効果
運用 一 高
領域 堅調 推移 低付加価値

物品販売 工事案件 精査 継続 大
型展開案件獲得 高 伸 前年 反動
案件 下期 込 前年同期比 減収

　営業利益 事業比率 向上 資材費低減
活動 前年並 利益率 確保
売上高 減少 利益減 補 前年同期比

減益
　以上 結果 売上高 億 百万円 前年同期比

減 営業利益 億 百万円 同 減

通期の見通し

　当社 主 事業領域
市場 前年比成長率 低下 緩
成長 継続 予想
　 環境 中 保守事業革新戦略

株式会社
連結子会社化 機能 共有化
拠点 最適化 相乗効果 発現

拡大戦略 法人向 会員制
顧客拡大
株式会社設立

人材 集中化 相乗効果 発現
増収増益 確保 見込

　以上 第 期通期 連結業績 売上高
億円 前年同期比 増 営業利益 億円 同
増 見込

運用サポート
サービス
113億円

保守サービス
478億円

システム展開
サービス
197億円

サプライ
サービス
212億円

プ
ロ
ア
ク
テ
ィ
ブ
・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
事
業

フ
ィ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
・
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
事
業

524億円

52.3%
478億円

47.7%

■ 売上高 左軸 ■ 営業利益 右軸 ■ 売上高 左軸 ■ 営業利益 右軸■ セグメント・サービス別売上構成 当中間期
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■ 連結売上高・利益 単位 百万円

平成 年
月期 見込

平成 年
月期 増減 増減率

事業 96,000

事業 125,000

売上高合計 221,000

営業利益 9,200

経常利益 9,300

当期純利益 5,100

注 営業利益 事業
事業 当社 総務部門 経理部門 一般管理

部門 係 費用控除前 数値

注 内 金額 億円未満
切 捨 表記



連
結
財
務
諸
表
要
約

中間連結貸借対照表 要旨 単位 百万円

当中間期 前中間期 前期
平成 年
月 日現在

平成 年
月 日現在

平成 年
月 日現在

資産の部

　流動資産 96,071 94,942 99,121

　固定資産 27,898 26,417 26,409

　　有形固定資産 4,281 4,614 4,462

　　無形固定資産 5,155 4,820 4,553

　　投資その他の資産 18,460 16,982 17,393

　資産合計 123,969 121,360 125,530

負債の部

　流動負債 42,581 42,624 45,135

　固定負債 16,102 16,849 16,610

　負債合計 58,684 59,473 61,745

純資産の部

　株主資本 65,133 61,835 63,776

　　資本金

　　資本剰余金

　　利益剰余金

　　自己株式

　評価・換算差額等 8 1 8

　　 他有価証券評価差額金

　　為替換算調整勘定

　少数株主持分 143 50 －

　純資産合計 65,284 61,887 63,784

　負債純資産合計 123,969 121,360 125,530

中間連結損益計算書 要旨  単位 百万円

当中間期 前中間期 前期
平成 年 月 日
平成 年 月 日

平成 年 月 日
平成 年 月 日

平成 年 月 日
平成 年 月 日

売上高 100,238 104,561 212,595

売上原価 83,586 88,104 178,347

売上総利益 16,652 16,457 34,247

販売費及び一般管理費 12,990 13,068 25,996

営業利益 3,662 3,388 8,250

営業外収益 391 262 390

営業外費用 82 35 108

経常利益 3,971 3,616 8,532

特別利益 － 200 200

特別損失 － 617 617

税金等調整前中間（当期）純利益 3,971 3,198 8,114

法人税、住民税及び事業税 860 927 2,585

法人税等調整額 918 590 1,082

少数株主損益 17 △ 5 0

中間（当期）純利益 2,174 1,685 4,444

中間連結キャッシュ・フロー計算書 要旨  単位 百万円

当中間期 前中間期 前期
平成 年 月 日
平成 年 月 日

平成 年 月 日
平成 年 月 日

平成 年 月 日
平成 年 月 日

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,713 5,223 8,916

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,984 △610 △1,226

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,040 △816 △1,633

現金及び現金同等物に係る換算差額 9 △7 △2

現金及び現金同等物の増減額 697 3,789 6,054

現金及び現金同等物の期首残高 17,728 11,674 11,674

現金及び現金同等物の期末残高 18,425 15,463 17,728

■ 流動資産　
受取手形及 売掛金 減少

一方 現金及 預金
関係会社預 金 卸資
産 増加
前年同期比 億円増

■ 流動比率　225.6％
前年同期比 上昇

■ 自己資本比率　52.5％
前年同期比 上昇

■ 純資産
利益剰余金 増加
前年同期比 億円増

■ 売上高　
保守対象機器 化
進展 製品品質向上 影響

保守 修理減 継続
低付加価値 物品販売
工事案件 精査 継続

大型展開案件獲得 高
伸 前年 反動
案件 下期 込

前年同期比 億円
減収

■ 経常利益　
継続 取 組 原
価低減活動 付加価値 高
注力事業 保守既存領域
増収 増益効果
前年同期比 億円 増益

■ �営業活動によるキャッシュ・
フロー

全中間連結会計期間 比
売上債権 回収 収入
少 前年同期

比 億円減

財務のポイント 財務のポイント
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証券会社
0.33%

その他の法人
37.60%

金融機関
37.16%外国法人等

10.51%

個人その他
14.40%

自己名義
0.00%

1株～999株 3.84%
1,000株～
  9,999株 6.35%
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（年/月）
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平成 年 月末現在 当社 株式 状況
発行済株式総数 株
株主数 名
主要株主 上位 名

株主名 所有株式数 株 持株比率

日本電気株式会社
日本 ･ 信託銀行株式会社
住友信託銀行再信託分 日本電気株式会社退職給付信託口

従業員持株会
日本 ･ 信託銀行株式会社 信託口
日本 信託銀行株式会社 信託口

資産管理 信託銀行株式会社 年金信託口
全国共済農業協同組合連合会

■ 株価チャート

■  所有者別株式分布状況 
平成 年 月末現在

■  所有株数別株式分布状況 
平成 年 月末現在

会
社
概
要

会社概要 平成 年 月末現在

商号 株式会社
本社所在地 東京都港区三田一丁目 番 号
資本金 億 千 万円
代表者 代表取締役　執行役員社長　片山　徹
連結売上高 億円 平成 年 月期実績

連結従業員数 名
連結拠点数 拠点
主要取引銀行 三井住友銀行　住友信託銀行

取締役および監査役 平成 年 月末現在  
代表取締役 片山 徹
取締役 八木 信人
取締役 大森 祐三
取締役 伊藤 雅明
取締役 高田 孝人
取締役 米沢 義博
取締役 菅野 栄
社外取締役 安井 潤司
社外取締役 森川 年一

執行役員 平成 年 月末現在

執行役員社長 片山 徹
執行役員常務 八木 信人
執行役員常務 大森 祐三
執行役員常務 伊藤 雅明
執行役員常務 高田 孝人
執行役員常務 粟飯原 文一

■事業年度
毎年 月 日 翌年 月 日
■定時株主総会
毎事業年度 終了後 月以内
■上場取引所
東京証券取引所 一部
■基準日
定時株主総会 毎年 月 日
期末配当金 毎年 月 日
中間配当金 毎年 月 日
他必要 公告 定

■公告方法
当社

掲載
■ホームページアドレス
下記 最新 情報 確認

利用

■株式事務取扱場所
株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目 番 号
住友信託銀行株式会社
同事務取扱場所
東京都千代田区丸 内一丁目 番 号
住友信託銀行株式会社　証券代行部
同取次所
住友信託銀行株式会社　本店 全国各支店
各種照会先
郵送物 送付先

東京都府中市日鋼町 番
住友信託銀行株式会社　証券代行部
住所変更等用紙 請求
7

他 照会
7

株主メモ

常勤監査役 吉田 叔弘
常勤監査役 橋口 隆信
社外監査役 板澤 幸雄
社外監査役 池永 薫

執行役員 荒木 輝彦
執行役員 秋田 裕生
執行役員 保木本 誠
執行役員 栗山 道明
執行役員 黒部 幸次
執行役員 前川 和彦
執行役員 宮本 高
執行役員 米沢 義博
執行役員 菅野 栄
執行役員 伊藤 富雄
執行役員 柳瀬 美行
執行役員 花田 信夫

アンケートのお願い
当社 株主 皆 充実

考 別添 協
力 願 申 上 協力 先着
名 方 薄謝 送付
株主 皆 個人情報 情報 集計資料 使用

住所 名前 薄謝 送 際 使用



コーポレート・コミュニケーション部 
東京都港区三田一丁目 番 号　三田国際

　　 古紙配合率 100％再生紙を使用しています。 大豆油インキで印刷しています。


